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GAPに取り組んでみませんか！
◆GAPとは？
　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京オリパラ」という）の話題の中で、
GAP（農業生産工程管理）という言葉を目にする機会が増えてきております。東京オリパラの選
手村等大会関係施設で提供される食材については調達基準があり、この基準を満たすためには、
第三者認証GAPの取得が求められております。
　GAPと は、Good Agricultural Practiceの 略 で、直 訳 す る と「良 い（Good）、農 業 の

（Agricultural）やり方（Practice）」となり、良い農業とは、『食べる人の安全』、『作る人の安全』、『生
活環境の安全』に配慮した持続可能な農業の取組のことです。普段の農作業や経営管理にひそむ
リスクや課題を見つけ、農場の改善を進めることで、安全で効率的な生産環境を構築します。こ
うした農場は、販売先からも信頼され、持続的で安定した農業経営の実現が期待されます。
◆今、なぜGAPに取り組むのか？
　日本の農産物は、世界的に見ても高い品質と安全性が備わっていると考えられますが、東京
オリパラにおいて、いかにそれを世界中の人に認めてもらい、その優秀性を発信していくかが
課題となっております。特に、本県の農産物は、原発事故による風評が続いていることから、東
京オリパラの食材調達基準に適合する農産物の供給体制を確立することは、本県産農産物の信
頼性向上と世界中の方々へイメージアップを図る絶好の
機会と考えられます。
◆もう少し詳しく知りたい！
　農林事務所では、GAPに取り組もうとする方を積極的に
応援しておりますので、お気軽にご相談ください。また、
第三者認証GAP導入時に必要な研修受講費や認証経費な
どを支援する「第三者認証GAP取得等促進事業」がありま
すので、ご活用ください。
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　農作業死亡事故は、右のグラフを見ると農
作業が繁忙する時期に多く発生しています。
また、死亡事故を起こした農家の約３割は廃
業・離農しています（農林水産省調査結果）。
　繁忙期の事故防止のため、下記ポイント等
を意識しましょう！
◎「一声かけ合い」の農作業
    　地域で声をかけ合い、事故防止！
◎「日常点検」の確実な実施
    　万全な状態の機械で作業を！
◎「ゆとりある作業」で
    　焦り･急ぎは事故を招きます！

～ふくしまからはじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動～～ふくしまからはじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動～

新任のご挨拶新任のご挨拶
　東日本大震災及び原子力発電所事故から６年が経過いたしましたが、当地方の農業は、避難等に
よる営農の中断や今もなお続く農産物等への風評、そして担い手不足など様々な要因により依然
として厳しい状況にあります。
　このような中、昨年度は大型園芸施設の整備や畜産経営の再開、集落営農組織の法人化など明る
い話題も増え、皆様の御努力によって再生と復興に向けた歩みが着実に前進していることを実感
できる一年でもありました。
　今年度は、当地方で生産された農産物を消費者の皆様に納得して購入してもらえるよう、農業者
の皆様に「GAP（農業生産工程管理）」の導入を提案し、生産する側の自信と誇りに繋がる取組とし
て積極的に支援していくとともに、消費する側が目に見える安全を「GAP」を通じて実感できるよ
う広く情報を発信しながら、丁寧な普及活動に努めてまいりますので、よろしくお願いいたします。

農業振興普及部長　森 口 克 彦

平成29年度農業振興普及部活動体制について

農作業安全について
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松本　良一

下線・・・転入、新任、新規採用
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○近年、県内では農産物の残留農薬超過がたびたび発生しています。
○事故防止のため、改めて以下の点に注意して農薬は適正に使用しましょう。
①農薬を使用する際は、使用前に登録内容（適用作物、希釈倍数、使用時期、使用回数等）を確認

しましょう。
　※平成26年9月から、新たに農薬の短期暴露評価が導入され、一部農薬で登録内容が変更され

たものがあります。平成27年以前に購入した農薬は、登録変更前のラベルが混在しており、
そのまま使用すると残留農薬基準を超えるおそれがありますので、必ず最新の登録情報を
確認して使用してください。

　　　登録内容が変更になった農薬情報は以下ＵＲＬからも確認できます。
　　【県農業総合センターＨＰ】
　　→病害虫防除所→短期暴露評価により変更される農薬の使用方法の周知等について
　　　http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/37200b/arfd.html
②農薬散布前日までに、周辺住民へ散布時間や方法を事前に連絡し、了承を得ましょう。
③散布時は、周辺農作物への飛散防止を徹底しましょう。
④使用した農薬が、防除器具（タンク、ホース等）に残らないよう十分に洗浄し、廃液は適切に

処分してください。

※平成16～26年度の県内農作業死亡事故累計
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鳥獣被害防止対策について

農林産物の出荷制限品目について農林産物の出荷制限品目について
平成2９年度園芸品目モニタリング体制について平成2９年度園芸品目モニタリング体制について

　相馬地方では、イノシシをはじめニホンザルやハクビシン、アライグマなどの中型動物によ
る農作物の被害が発生していることから、集中的かつ効果的な鳥獣被害防止対策を講ずること
が喫緊の課題となっています。
　野生鳥獣による農作物被害の対策を行う場合、地域ぐるみの捕獲や追い払いなどの活動、侵
入防止柵の整備等による対策のほか、被害発生の要因を把握し、生育地や個体数の管理と併せ
て総合的に取り組むことが重要です。
　自分の農地の被害は何の鳥獣によるものなのか確認し、近隣に鳥獣を呼び寄せる原因が何か
を理解しながら正しい被害対策を行い、農作物の被害軽減や鳥獣が近づかない集落づくりを実
施していきましょう。

　食品衛生法上の基準値を超える放射性物質が検出された農林産物については、原子力災害特
別措置法に基づき、出荷及び摂取等を差し控えるよう国から指示が出されています。
　出荷等を差し控えるよう指示（出荷等が制限）されている野菜や果実、山菜等は、市町村や
農産物直売所等での自主検査（自家消費）で基準値を下回っても出荷・販売（譲渡も含む）が
できませんのでご注意ください。
　また、出荷等が制限されている品目は、乾燥や水煮などの加工食品の原料としても使用しな
いようお願いします。

出荷が制限されている品目に関する最新の情報は、県のホームページ等で
ご確認いただくか、下記までお問い合わせください。
【福島県食品生活衛生課　－食品安全のページ－】
　　http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21045e/shoku-top.html
【野菜、果実に関する問い合わせ先】
　福島県相双農林事務所　農業振興普及部　電話：０２４４－２６－１１４７
【野生の山菜、きのこ等に関する問い合わせ先】
　福島県相双農林事務所　森林林業部　　  電話：０２４４－２６－４３０５

　相馬地方で出荷・販売される野菜・果実等の安全性を確認するため、出荷前及び出荷期間中
の緊急時モニタリング検査をはじめ、目的別に検査を実施しています。サンプリングにあたっ
ては生産者及び関係団体・直売所等の皆様のご協力をお願いします。

農地中間管理事業について農地中間管理事業について
　農地中間管理事業（以下「事業」）は、農地中間管理機構（本県の場合は、公益財団法人福
島県農業振興公社（以下「県公社」））が中間的な受け皿となり、農地を貸したい方の分散した
土地をまとまりのある形にして、借りたい方に長期間貸し付ける制度です。

農地を借りたい方や貸したい方は、それぞれ公募への応募や申し出が必要です。
まずは、市町村、県公社、農林事務所に相談してください。

◎事業活用による農地の貸し借りをした場合、以下の支援措置を受けることができます。
地域集積協力金：人・農地プランに基づき、県公社にまとまった農地を一定割合以上貸付け

た地域に対して、市町村を通じて協力金が交付されます。
経営転換協力金：県公社にすべての自作地を１０年間以上貸し付け、その農地が受け手に転

貸された場合、経営転換やリタイアする農業者に協力金が交付されます。
耕作者集積協力金：県公社の借受農地に隣接する農地や借受希望者が利用する農地に隣接農地

を１０年間以上県公社に貸し付け、その農地が受け手に転貸された場合、
対象農地の所有者に協力金が交付されます。

南相馬市（０地区）の取組事例紹介（基盤整備地区）
　震災前、当地区では、約45haの農地を個々の担い手が管理・耕作していましたが、原子力
災害による営農休止や担い手の高齢化などから担い手の確保が困難となり、永続的な農地活
用が課題となっていました。
　そのような中、事業に着目した当地区の関係者が、営農改善組合を立ち上げながら集落の
合意形成を図り、平成26年度から事業に取り組みました。事業の支援措置である地域集積協
力金は、担い手の負担を軽減するために、地権者が農道や水路を管理する仕組みや、給水パ
イプライン施設を点検補修するなど、担い手が参入しやすい体制づくりに活用しました。
　その結果、地区外の農業法人が参入し、ほぼ全ての農地を引き受ける営農体制が構築され
るとともに、担い手である農業法人の規模拡大が図られました。

１　被害の防除
・立地条件や作物に適した防除柵の設置
・花火などを用いた追い払いによる威嚇

野生鳥獣にとって魅力のない集落

・銃やワナを用いた計画的な捕獲

２　個体数の管理

・エサとなる広葉樹林の育成
・人工林の手入れ

その他大切なこと　～里山の環境を整える～

・森林と農地の間に緩衝帯の整備
・エサとなる放任果樹、農作物残渣の撤去
・隠れ家となる耕作放棄地の解消

３　生息地の管理

基準値超過
１点以上検出

全点数
基準値以下

基準値超過 基準値以下
基準値超過
１点以上検出

全点数
基準値以下

出荷自粛要請
緊急時

モニタリング
検査へ移行

出荷自粛要請 出荷
解除手続き

見送り

解除に向けた
緊急時

モニタリング検査

目的：収穫の可否を判断
対象：避難指示解除準備区域
（国の区域指定解除から１年以内の
区域を含む）及び居住制限区域

収穫可否確認検査 緊急時モニタリング検査

目的：出荷物の安全性等の確認
対象：野菜・果実等の主力品種等や
前年度に出荷制限等を解除した品目

解除可否確認検査

目的：出荷制限品目の解除可否確認
対象：出荷制限品目

鳥獣被害防止対策について鳥獣被害防止対策について
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る農作物の被害が発生していることから、集中的かつ効果的な鳥獣被害防止対策を講ずること
が喫緊の課題となっています。
　野生鳥獣による農作物被害の対策を行う場合、地域ぐるみの捕獲や追い払いなどの活動、侵
入防止柵の整備等による対策のほか、被害発生の要因を把握し、生育地や個体数の管理と併せ
て総合的に取り組むことが重要です。
　自分の農地の被害は何の鳥獣によるものなのか確認し、近隣に鳥獣を呼び寄せる原因が何か
を理解しながら正しい被害対策を行い、農作物の被害軽減や鳥獣が近づかない集落づくりを実
施していきましょう。

　食品衛生法上の基準値を超える放射性物質が検出された農林産物については、原子力災害特
別措置法に基づき、出荷及び摂取等を差し控えるよう国から指示が出されています。
　出荷等を差し控えるよう指示（出荷等が制限）されている野菜や果実、山菜等は、市町村や
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いようお願いします。

出荷が制限されている品目に関する最新の情報は、県のホームページ等で
ご確認いただくか、下記までお問い合わせください。
【福島県食品生活衛生課　－食品安全のページ－】
　　http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21045e/shoku-top.html
【野菜、果実に関する問い合わせ先】
　福島県相双農林事務所　農業振興普及部　電話：０２４４－２６－１１４７
【野生の山菜、きのこ等に関する問い合わせ先】
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の緊急時モニタリング検査をはじめ、目的別に検査を実施しています。サンプリングにあたっ
ては生産者及び関係団体・直売所等の皆様のご協力をお願いします。
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　農地中間管理事業（以下「事業」）は、農地中間管理機構（本県の場合は、公益財団法人福
島県農業振興公社（以下「県公社」））が中間的な受け皿となり、農地を貸したい方の分散した
土地をまとまりのある形にして、借りたい方に長期間貸し付ける制度です。

農地を借りたい方や貸したい方は、それぞれ公募への応募や申し出が必要です。
まずは、市町村、県公社、農林事務所に相談してください。

◎事業活用による農地の貸し借りをした場合、以下の支援措置を受けることができます。
地域集積協力金：人・農地プランに基づき、県公社にまとまった農地を一定割合以上貸付け

た地域に対して、市町村を通じて協力金が交付されます。
経営転換協力金：県公社にすべての自作地を１０年間以上貸し付け、その農地が受け手に転

貸された場合、経営転換やリタイアする農業者に協力金が交付されます。
耕作者集積協力金：県公社の借受農地に隣接する農地や借受希望者が利用する農地に隣接農地

を１０年間以上県公社に貸し付け、その農地が受け手に転貸された場合、
対象農地の所有者に協力金が交付されます。

南相馬市（０地区）の取組事例紹介（基盤整備地区）
　震災前、当地区では、約45haの農地を個々の担い手が管理・耕作していましたが、原子力
災害による営農休止や担い手の高齢化などから担い手の確保が困難となり、永続的な農地活
用が課題となっていました。
　そのような中、事業に着目した当地区の関係者が、営農改善組合を立ち上げながら集落の
合意形成を図り、平成26年度から事業に取り組みました。事業の支援措置である地域集積協
力金は、担い手の負担を軽減するために、地権者が農道や水路を管理する仕組みや、給水パ
イプライン施設を点検補修するなど、担い手が参入しやすい体制づくりに活用しました。
　その結果、地区外の農業法人が参入し、ほぼ全ての農地を引き受ける営農体制が構築され
るとともに、担い手である農業法人の規模拡大が図られました。

１　被害の防除
・立地条件や作物に適した防除柵の設置
・花火などを用いた追い払いによる威嚇

野生鳥獣にとって魅力のない集落

・銃やワナを用いた計画的な捕獲

２　個体数の管理

・エサとなる広葉樹林の育成
・人工林の手入れ

その他大切なこと　～里山の環境を整える～

・森林と農地の間に緩衝帯の整備
・エサとなる放任果樹、農作物残渣の撤去
・隠れ家となる耕作放棄地の解消

３　生息地の管理

基準値超過
１点以上検出

全点数
基準値以下

基準値超過 基準値以下
基準値超過
１点以上検出

全点数
基準値以下

出荷自粛要請
緊急時

モニタリング
検査へ移行

出荷自粛要請 出荷
解除手続き

見送り

解除に向けた
緊急時

モニタリング検査

目的：収穫の可否を判断
対象：避難指示解除準備区域
（国の区域指定解除から１年以内の
区域を含む）及び居住制限区域

収穫可否確認検査 緊急時モニタリング検査

目的：出荷物の安全性等の確認
対象：野菜・果実等の主力品種等や
前年度に出荷制限等を解除した品目

解除可否確認検査

目的：出荷制限品目の解除可否確認
対象：出荷制限品目

鳥獣被害防止対策について鳥獣被害防止対策について
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平成29年６月１日発行
第　　　号84農薬適正使用について

GAPに取り組んでみませんか！
◆GAPとは？
　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京オリパラ」という）の話題の中で、
GAP（農業生産工程管理）という言葉を目にする機会が増えてきております。東京オリパラの選
手村等大会関係施設で提供される食材については調達基準があり、この基準を満たすためには、
第三者認証GAPの取得が求められております。
　GAPと は、Good Agricultural Practiceの 略 で、直 訳 す る と「良 い（Good）、農 業 の

（Agricultural）やり方（Practice）」となり、良い農業とは、『食べる人の安全』、『作る人の安全』、『生
活環境の安全』に配慮した持続可能な農業の取組のことです。普段の農作業や経営管理にひそむ
リスクや課題を見つけ、農場の改善を進めることで、安全で効率的な生産環境を構築します。こ
うした農場は、販売先からも信頼され、持続的で安定した農業経営の実現が期待されます。
◆今、なぜGAPに取り組むのか？
　日本の農産物は、世界的に見ても高い品質と安全性が備わっていると考えられますが、東京
オリパラにおいて、いかにそれを世界中の人に認めてもらい、その優秀性を発信していくかが
課題となっております。特に、本県の農産物は、原発事故による風評が続いていることから、東
京オリパラの食材調達基準に適合する農産物の供給体制を確立することは、本県産農産物の信
頼性向上と世界中の方々へイメージアップを図る絶好の
機会と考えられます。
◆もう少し詳しく知りたい！
　農林事務所では、GAPに取り組もうとする方を積極的に
応援しておりますので、お気軽にご相談ください。また、
第三者認証GAP導入時に必要な研修受講費や認証経費な
どを支援する「第三者認証GAP取得等促進事業」がありま
すので、ご活用ください。

平成 29 年６月１日（4） 第  84  号

　農作業死亡事故は、右のグラフを見ると農
作業が繁忙する時期に多く発生しています。
また、死亡事故を起こした農家の約３割は廃
業・離農しています（農林水産省調査結果）。
　繁忙期の事故防止のため、下記ポイント等
を意識しましょう！
◎「一声かけ合い」の農作業
    　地域で声をかけ合い、事故防止！
◎「日常点検」の確実な実施
    　万全な状態の機械で作業を！
◎「ゆとりある作業」で
    　焦り･急ぎは事故を招きます！

～ふくしまからはじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動～～ふくしまからはじめよう。「食」と「ふるさと」新生運動～

新任のご挨拶新任のご挨拶
　東日本大震災及び原子力発電所事故から６年が経過いたしましたが、当地方の農業は、避難等に
よる営農の中断や今もなお続く農産物等への風評、そして担い手不足など様々な要因により依然
として厳しい状況にあります。
　このような中、昨年度は大型園芸施設の整備や畜産経営の再開、集落営農組織の法人化など明る
い話題も増え、皆様の御努力によって再生と復興に向けた歩みが着実に前進していることを実感
できる一年でもありました。
　今年度は、当地方で生産された農産物を消費者の皆様に納得して購入してもらえるよう、農業者
の皆様に「GAP（農業生産工程管理）」の導入を提案し、生産する側の自信と誇りに繋がる取組とし
て積極的に支援していくとともに、消費する側が目に見える安全を「GAP」を通じて実感できるよ
う広く情報を発信しながら、丁寧な普及活動に努めてまいりますので、よろしくお願いいたします。

農業振興普及部長　森 口 克 彦

平成29年度農業振興普及部活動体制について

農作業安全について
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農作業死亡事故の発生状況（月別）
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農業振興普及部長 課長 根本　 高志
森口　克彦 ○ 中村　　弥（畜産） 佐藤　雄一（作物） 新井　美紀（作物）

八代沙絵子（野菜特産） 滝田　雄基（果樹） 鎌田　拓郎（花き）
永井　華澄（作物） 関　　　航（畜産） 宮川　貴光（野菜特産）

副部長 課長 土屋　 貴史
遠藤　昌彦 ◎ 松野　英行（果樹） 引地　力男（果樹） 江上　宗信（作物）

西間木佑哉（野菜特産） 横川　智拓（畜産） 佐藤　　茂（作物）

課長 齋藤　浩光
○ 半澤　勝拓 ○ 大槻　健治 髙崎　　実 伊藤　　稔

高橋　幸枝 須田　　悠 石塚有希冬 関場　英雄
寺田　俊介 奥山　優花 鈴木　嵩人 但野　和三
鈴木　祥也

松本　良一

下線・・・転入、新任、新規採用

○印・・・主査（キャップ）

◎印・・・主任主査

営
農
再
開
支
援
専
門
員

農
業
振
興
課

地
域
農
業
推
進
課

経
営
支
援
課

○近年、県内では農産物の残留農薬超過がたびたび発生しています。
○事故防止のため、改めて以下の点に注意して農薬は適正に使用しましょう。
①農薬を使用する際は、使用前に登録内容（適用作物、希釈倍数、使用時期、使用回数等）を確認

しましょう。
　※平成26年9月から、新たに農薬の短期暴露評価が導入され、一部農薬で登録内容が変更され

たものがあります。平成27年以前に購入した農薬は、登録変更前のラベルが混在しており、
そのまま使用すると残留農薬基準を超えるおそれがありますので、必ず最新の登録情報を
確認して使用してください。

　　　登録内容が変更になった農薬情報は以下ＵＲＬからも確認できます。
　　【県農業総合センターＨＰ】
　　→病害虫防除所→短期暴露評価により変更される農薬の使用方法の周知等について
　　　http://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/37200b/arfd.html
②農薬散布前日までに、周辺住民へ散布時間や方法を事前に連絡し、了承を得ましょう。
③散布時は、周辺農作物への飛散防止を徹底しましょう。
④使用した農薬が、防除器具（タンク、ホース等）に残らないよう十分に洗浄し、廃液は適切に

処分してください。

※平成16～26年度の県内農作業死亡事故累計
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